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ま え が き 
 
近年、市街化の進展や集中豪雨の増加等に伴い、下水道の雨水排除能力を超える雨水流出が

頻繁に生じている。また、都市部への資産集中や地下空間利用の進展等都市機能の高度化が進

むことにより、浸水に対する都市の被害ポテンシャルは増大している。 
このため、近年の集中豪雨にいかに対応していくか、いかに安全で安心な社会を形成してい

くか、今後の都市浸水対策のあり方が問われているところであり、今後の方向性を示すことを

目的として平成 16年 12月に、下水道政策研究委員会のもとに浸水対策小委員会が設置され、
平成 17年 7月に報告書として「都市における浸水対策の新たな展開」（以下「提言」という）
が示された。 
提言では、時間と財政的制約の中で、緊急かつ効率的に浸水被害の軽減を図るためには施策

の転換が必要とし、人（受け手）主体の目標設定、地区と期間を限定した整備（選択と集中）、

ソフト・自助の促進による被害の最小化を都市における浸水対策の基本的方向として位置付け

ている。すなわち、災害の再発防止や甚大な災害の未然防止の観点から既往最大級の豪雨に対

し、浸水シミュレーションの実施等により被害ポテンシャルの高い地区の重点化を図った上で、

公助・自助によるハード対策およびソフト対策による総合的かつ緊急的な浸水対策を行うべき

としている。 
本マニュアルは、提言の主旨に沿って都市浸水被害の最小化を図ることを目的として、重点

的に対策を行うべき地区における超過降雨対策としての総合的な浸水対策計画の策定方法に

ついて解説している。また、計画策定にあたっては、既存施設を評価し、その有効利用を図る

とともに、公助による対策に加え自助による対策を実効性のあるものにするために、住民や他

主体との連携による継続的な取り組みが必要不可欠であることから、これについても解説を加

えている。 
本マニュアルを、都市浸水の可能性のある全ての自治体において参考とされたい。 
 
平成 18年 3月 
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